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福　井　県
　原子力災害対策指針の策定など原子力防災については、福島原発事故の教訓を活かし、国が責任を持って対応すべきである。
立地地域においては、現に存在している原発の安全が第一であり、特に次の点が重要と考えている。なお、今後も状況に応じ、立地地域としての意見を申し述べたい。
１　原子力発電は国の政策として進めてきたことにかんがみ、国の主体的な責任が明記されるべきであること
　　・「原子力災害は原子力事業者の事業に由来し、事業者が一義的な責任を負う」としているが、原子力政策を進めてきた国の責任について明記すべきである。
　　　　【修正例①】
　　　　　　第１　原子力災害対策として実施すべき措置に関する基本的な事項
（１）原子力災害対策の特殊性等　のところに以下の文言を追加する。
　　　　　　　「原子力災害対策には、原子力に関する専門的知識を有する機関の役割、
当該機関による指示、助言等が極めて重要であることから、国が果たすべき役割は自然災害に比べて大きく、国は組織および機能のすべてをあげて防災に関し万全の措置を講ずる責務を有する。」
　　・広域避難については、立地自治体等において何ら支障や疑念が生じないよう、具体的な方針や手段について国が明確な考え方を示すべきである。
　　　　【修正例②】

　　　　　　第３　原子力災害対策を重点的に実施すべき区域の設定に関する事項

（２）区域の範囲　③具体的な地域防災計画の策定等に当たっての留意点

のところを以下のような文言に改める。
　　　　　　　「特に、ＵＰＺを包含する地域は、複数の道府県の一部を含む場合も想定されるため、区域内での対策の整合を図る観点から、国が積極的・主体的に複数道府県間の調整を行うこと。」
２　「避難に関する防災指針」にむしろ先行して、「原子力発電所の事故制圧についての指針」を作成すべきであること

・避難と事故制圧は不可分一体のものである。
・原発の安全を確保した上で、事故が起こった場合の制圧の手段、機材、
　　　情報伝達等のシステムなどについての指針を作成し、避難にどう反映させるかが重要である。
３　ＰＡＺとＵＰＺの対策の検討を同時並行して進めるのではなく、ＰＡＺ内の避難対応についての協議を早急に行うべきであること

・原子力発電所に近い地域ほど被害を被るリスクや頻度、損害が大きくなるため、ＰＡＺ内の防災対策を早期に実行できるものとすることが重要である。また、このことがＰＡＺ以遠の現実的な避難計画の策定につながるものである。
４　原子力防災対策を進める上で必要不可欠である以下の技術的項目を早急に明らかにすること
（１）ＰＡＺを５ｋｍ、ＵＰＺを３０ｋｍとした科学的・合理的根拠を明らかにすること

　　・原子力発電所からの距離や事故時の風向き等によって被害の度合いは異なることから、５ｋｍと３０ｋｍの区分のみでなく、より詳細な区分による防護対策の検討が必要である。
　　・範囲と福島原発事故との関係、ならびに現在、原子力規制庁が進めている原発ごとの放射性物質の拡散シミュレーションとの関係を明らかにすること。
（２）避難等を判断する具体的な基準を早急に明らかにすること

　　・ＥＡＬ、ＯＩＬの具体的基準を明らかにすること。

　　・自然災害と原子力災害との複合災害だけでなく、テロ等を念頭に置き、判断基準について漏れなく明らかにすること。
　　・ＳＰＥＥＤＩの運用方法について明らかにすること。
　　・福島原発事故では情報の混乱が生じたことから、確実な情報伝達体制の整備が何より重要であり、そのあり方について明らかにすること。
（３）安定ヨウ素剤の配布・服用の時機、方法や医師の指導のあり方、小児用内服液の取扱い等の方針を早急に明らかにすること

（４）スクリーニングの方法、体制、実施場所等の考え方を早急に明らかにすること

